別紙

「県内発生期」における社会福祉施設等への臨時休業の要請について

平成２１年５月２０日

島根県健康福祉部新型インフルエンザ対策本部施設班
（地域福祉課・高齢者福祉課・青少年家庭課・障害者福祉課）

■社会福祉施設等の県内発生期における対応方針

　【社会福祉施設等対応マニュアル】
　　通所施設においては、新型インフルエンザの発生状況を考慮し、サービス提供の縮小、
一時中止等を検討する。（圏域内で発生した場合は、通所サービスは、原則一時中止）

　　　↓
　【今回の運用方針】

●圏域内で発生した場合、一律にサービスを中止せず、状況に応じて臨時休業を検討する。
●県又は市町村から、臨時休業を要請する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
■臨時休業を要請する場合の方法

　１　患者や濃厚接触者が活動した地域等に含まれる市町村と相談した上で、以下のとおり要請
を行うこととする。　（⇒「確認事項」Ｑ＆Ａ１７）

ただし、市町村・社会福祉法人等が自らの判断に基づき、臨時休業措置を講じることを妨
げない。
　①保育サービスの場合

県から市町村に対して要請を行い、当該市町村から保育サービスの提供主体に対して臨
時休業の要請を行う。

　　
　②保育サービス以外の社会福祉施設等（短期入所・通所介護等を行う事業所に限る。）の場合
　　　　県から行うことを基本とし、社会福祉施設等への要請は、県から直接、あるいは市町村
の協力を得て市町村経由で行う。
　
２　臨時休業の範囲については、幼稚園、小中学校等の動向も踏まえつつ、原則として、以下

　の区分により決定する。　（⇒「確認事項」三（五））
　　　①発生した患者が通所サービスに通う利用者である場合

　　　　原則として、市町村の全域、場合によっては、圏域あるいは県全域での臨時休業を要請

　
　　②発生した患者が通所サービスに通う利用者以外である場合

　　　　二次感染が生じ、感染拡大のおそれがあるときは、同様に、臨時休業を要請

　　　

　３　臨時休業は、原則として、発生段階が回復期に至るまでは継続するが、疫学的情報を踏ま

　　え、1週間ごとに延長又は解除について検討を行う。　　　（⇒「確認事項」三（五））
（参考）

■新型インフルエンザ対策本部幹事会「確認事項」（抜粋）平成21年５月16日
三　地域や職場における感染拡大を防止するため、患者や濃厚接触者が活動した地域等において、次の措置を講ずる。

（一）～（四）（略）

（五）学校（大学を除く。以下同じ。）・保育施設等については、児童・生徒等を通じて感染源　

　　となりやすいことから、発生した患者が学校・保育施設等に通う児童・生徒等である場合、
　　人口密度や生活圏域等を考慮しつつ、原則として、市区町村の一部又は全域、場合によって
　　は都道府県全域の学校・保育施設等の臨時休業を要請する。

　　　また、発生した患者が児童・生徒等以外である場合であっても、二次感染が生じ、さらに　

　　感染拡大のおそれがあるときは、同様に、学校・保育施設等の臨時休業を要請する。

　　　なお、臨時休業は、基本的には、発生段階が回復期に至るまでは継続することになるが、
　　疫学的情報を踏まえ、各都道府県において1週間ごとに検討を行う。大学に対しては、休業　

　　も含め、できる限り感染が拡大しないための運営方法を工夫するよう要請する。
　　　なお、従業員の子ども等が通う保育施設等が臨時休業になった場合における当該従業員の
　　勤務について、事業者に対し、配慮を行うよう要請する。

（六）（略）

■「確認事項」Ｑ＆Ａ

（問１４）

学校・保育施設の臨時休業は、地域の学校等の全てを対象にする必要があるのか。特定の学校等の臨時休業や学級閉鎖では足りないのか。
（答）
１．学校・保育施設については、専門家諮問委員会の意見を踏まえ、人口密度、通学圏、生活圏域等を考慮しつつ、原則として、市区町村の一部又は全域、場合によっては都道府県全域で臨時休業を要請することとしている。
２．学校等は、児童・生徒を通じ地域の主たる感染源となりうること、ウイルスの特徴にまだ不明な点があるため慎重に対応する必要があることから、特定の学校等や学級の閉鎖にとどまらず、原則として、一定の地域単位で休業を要請することとしている。
３．しかし、学校間の距離が離れている場合など地理的条件が整えば、特定の学校のみの臨時休業で感染拡大を防止できることもありうることから、地域の実情に応じ、弾力的に判断していただきたい。

（問１７）

保育施設等の臨時休業は、都道府県が要請するとされているが、どのように行うのか。
（答）
１．保育サービスの場合、臨時休業の要請は、都道府県の新型インフルエンザ対策本部等が保育担当部局と連携し、患者や濃厚接触者が活動した地域等に含まれる市町村と相談した上で都道府　県が市町村に対して行い、当該市町村が保育サービスの提供主体に対し、要請を行う。

２．これらの保育サービス以外の社会福祉施設等（短期入所・通所介護等を行う事業所に限る。）に対する臨時休業の要請は、都道府県の新型インフルエンザ対策本部等が社会福祉施設等の担当部局と連携し、患者や濃厚接触者が活動した地域等に含まれる市町村と相談した上で都道府県が行うことを基本とし、社会福祉施設等への要請は、都道府県から直接、あるいは市町村の協力を得て市町村経由で行うこととなる。
